
日本家族社会学会会則 

 

第１章 総則 

第１条（名称） 

本会は，日本家族社会学会と称する。 

第２条（目的） 

本会は，社会学を中心とし，広く隣接科学との交流のもとに家族研究の発展を目指すこと

を目的とする。 

第３条（事業） 

本会は，前条の目的を達成するために次の事業を行なう。 

１．機関誌，ニューズレター及びその他の出版物の発行 

２．学会大会及びセミナー等の開催 

３．家族調査及び関連する研究活動の実施・統括 

４．学会賞の授与 

５．国内及び海外の関連学会・研究団体との提携と交流 

６．その他本会の目的を達成するために必要な事業 

第２章 会員 

第４条（会員） 

本会の会員は，通常会員，終身会員，団体会員及び賛助会員とする。 

第５条（通常会員の入会） 

本会の通常会員として入会を希望するものは，会員１名以上の推薦を受け，所定の入会申

込書に必要事項を記入し，当該年度の会費を添えて入会手続きをとり，理事会の承認を得

なければならない。 

第６条（通常会員の権利） 

通常会員は，本会の行なう事業の企画運営に参加し，理事選出の選挙権及び被選挙権を有

するとともに，本会が発行する機関誌及びニューズレター等の配布を受けることができる。 

第７条（終身会員） 

終身会員は，７０歳以上で本会の在籍年数が２０年以上の通常会員が申請し,理事会の承認

によりその資格を得る。 

２. 終身会員は，通常会員と同等の権利を有する。 

第８条（団体会員） 

団体会員は，本会の趣旨に賛成し，団体または機関として入会を希望するもので，理事会

の承認を得たものとする。 

２. 団体会員は，本会の発行する機関誌及びニューズレター等の配布を受けることができ

るほか，その代表者（１名）は本会の行なう事業に参加することができる。 

第９条（賛助会員） 



賛助会員は，本会の趣旨に賛成し，本会のために特別な援助を与えるもので，理事会の承

認を得たものとする。 

２. 賛助会員は，本会が行なう事業に参加できるとともに，本会が発行する機関誌及びニ

ューズレター等の配布を受けることができる。 

第１０条（退会） 

会員は，理事会に申し出て，退会することができる。 

２. 通常会員及び団体会員で引続き２年間会費を納入しなかったものは会員の資格を失

う。 

第１１条（会費滞納による会員資格喪失者の再入会） 

第１０条２により会員の資格を失った者が再入会を希望する場合には，２年間分の滞納会

費を完納することにより，再入会の資格を得る。 

２. 再入会の手続は，新入会の場合に準ずるものとする。 

第１２条（除名） 

本会の名誉を著しく毀損したものは，理事会の議を経て除名されることがある。 

第３章 役員 

第１３条（役員） 

本会に次の役員を置く。 

１. 会長     １  名 

２. 顧問   若干名 

３. 理事   若干名 

４. 委員   若干名 

５. 監事    ２  名 

第１４条（役員の選出） 

役員の選出は次による。 

１. 理事は，理事選挙規定によって会員が選挙する。会員選挙による理事を以下，選出理

事という。 

２. 会長は，別に定める理事会内規によって選出され，総会に推挙される。 

３. 会長は，選出理事の議をもって，さらに若干名の理事を委嘱することができる（以下，

委嘱理事）。その人数は，選出理事定数の３分の１を超えないものとする。 

４. 顧問は，本会に特別の功労があったものを，理事会の議を経て総会で推挙する。 

５. 委員は，理事会の議を経て会長が委嘱する。 

６. 会長は，任期終了時に次期監事２名を，総会に推薦する。 

第１５条（理事会） 

１. 理事会は，会長，選出理事及び委嘱理事から構成される。 

２. 理事会を構成する手続は，別に定める理事会内規による。 

３. 理事の役割分担は選出理事の互選によって決定する。ただし，研究大会の開催に必要



な場合には，会長は理事会の議を経て，１年に限って理事１名を委嘱することができる（以

下，大会担当理事）。 

第１６条（役員の任務） 

役員の任務は次のとおりとする。 

１. 会長は本会を代表して会務を統理する。 

２. 顧問は本会の重要な会務につき会長及び理事会の諮問に応じる。 

３. 理事は会長とともに理事会を構成し，本会の運営にあたる。 

４. 委員は理事を補佐して，会務を遂行する。 

５. 監事は本会の会計及び会務の執行を監査する。 

第１７条（役員の任期） 

会長の任期は３年とし，再任を認めない。 

２. 理事，委員及び監事の任期は３年とする。ただし再任を妨げない。 

３. 委嘱理事の任期は当該期とする。 

４. 顧問は任期を定めない。 

第４章 組織及び運営 

第１８条（総会） 

本会の重要事項を審議する最高機関として総会を置く。 

２. 総会は毎年１回，会長の召集によって開催する。ただし理事会が必要と認めた場合及

び会員の３分の１以上が開催を求めた場合は，会長は速やかに臨時の総会を召集しなけれ

ばならない。 

３. 総会は次の事項を審議する。 

(１) 事業の計画・執行 

(２) 役員の選任 

(３) 予算及び決算 

(４) 会則その他の規約の変更 

(５) その他本会の運営に関し重要と認められる事項 

第１９条（理事会） 

理事会は会長がこれを召集する。ただし理事の半数以上が開催を求めた場合，会長は速や

かに理事会を召集しなければならない。 

２. 理事会は理事の半数以上の出席をもって成立する。ただし出席は委任状をもってこれ

に代えることができる。 

第２０条（常設委員会） 

理事会と協力して本会の活動に必要な事項の審議と執行にあたる機関として，編集委員会，

研究活動委員会，学会賞委員会，全国家族調査委員会，庶務委員会等をおく。 

第２１条（特別委員会） 

理事会は必要と認めた場合には，その議に基づき特別委員会を設けることができる。特別



委員会の任期は，原則として当該理事会の任期内とする。 

第２２条（編集委員会） 

編集委員会は，機関誌の編集・刊行にあたる。 

２. 編集委員長，副委員長及び委員若干名をもって構成する。 

３. 編集委員長及び副委員長は編集担当理事がこれにあたる。 

第２３条（研究活動委員会） 

研究活動委員会は，学会大会の開催等の研究活動の推進にあたる。 

２. 研究活動委員長及び委員若干名をもって構成する。 

３. 研究活動委員長は研究活動担当理事がこれにあたる。 

第２４条（学会賞委員会） 

学会賞委員会は，学会賞の受賞候補者の選考にあたる。 

２. 学会賞委員長及び委員若干名をもって構成する。 

３. 学会賞委員長は学会賞担当理事がこれにあたる。 

第２５条（全国家族調査委員会） 

全国家族調査委員会は，全国家族調査や関連する研究活動の実施・統括にあたる。 

２. 全国家族調査委員長及び委員若干名をもって構成する。 

３. 全国家族調査委員長は全国家族調査担当理事がこれにあたる。 

第２６条（庶務委員会） 

庶務委員会は，会員の研究活動の支援及び本会の活動を円滑化するための会務にあたる。 

２. 庶務委員長，財務担当委員，会員管理担当委員，広報担当委員及び委員若干名をもっ

て構成する。 

３. 庶務委員長，財務担当委員，会員管理担当委員，広報担当委員は各担当理事がこれに

あたる。 

第２７条（議決） 

各会議の議決は，特別の定めがあるほかは，出席者の過半数の賛同によって決する。 

第２８条（事務局） 

本会の会務を円滑に執行するため事務局を置く。事務局の編成は次のとおりとする。 

２. 事務局長   １ 名 

３. 事務局委員  若干名 

４. 事務局長は庶務担当理事がこれにあたる。 

第５章 会計 

第２９条（経費） 

本会の経費は，会費及び寄付金その他の収入によって支弁する。 

第３０条（会費） 

通常会員，終身会員及び団体会員の会費は，別に定める。 

第３１条（予算・決算） 



理事会は予算を編成し総会の議を経ることを要する。また理事会は前年度収支決算を作成

し，監事の承認を経て総会に報告する。 

第３２条（会計年度） 

本会の会計年度は４月１日に始まり，翌年３月３１日に終わる。 

第６章 付則 

第３３条（変更） 

本会則の変更は総会の議を経ることを要する。 

第３４条（事務局の所在） 

本会の事務局は当分の間，千葉大学文学部米村千代研究室に置く。 

第３５条（施行期日） 

本会則は平成 ３ 年７月２１日より施行する。 

本改正は平成 ５ 年９月 ３ 日より施行する。 

本改正は平成 ８ 年９月２１日より施行する。 

本改正は平成１１年９月１８日より施行する。 

本改正は平成１４年９月２２日より施行する。 

本改正は平成１５年９月 ６ 日より施行する。 

本改正は平成１６年９月１１日より施行する。 

本改正は平成１９年９月 ８ 日より施行する。 

本改正は２００８年９月 ６ 日より施行する。 

本改正は２０１０年９月１１日より施行する。 

本改正は２０１３年９月 ７ 日より施行する。 

本改正は２０１６年９月１０日より施行する。 

本改正は２０１９年９月１４日より施行する。 

本改正は２０２１年９月 ４ 日より施行する。 

本改正は２０２２年９月 ３ 日より施行する。ただし第４条及び第７条における終身会員

に関する規定は２０２３年４月１日より適用する。 


